
（単位　円）

科　　　目
固定資産 159,349,900,167 159,065,032,242 284,867,925

有形固定資産 103,040,717,283 102,664,828,521 375,888,762
土地 32,823,181,402 31,492,381,402 1,330,800,000
建物 53,802,537,903 54,844,154,026 1,041,616,123△  
構築物 1,954,912,525 1,824,707,889 130,204,636
教育研究用機器備品 2,747,711,926 2,455,083,820 292,628,106
管理用機器備品 124,573,254 125,225,510 652,256△        
図書 11,582,025,271 11,532,361,953 49,663,318
車両 2 2 0
建設仮勘定 5,775,000 390,913,919 385,138,919△    

特定資産 44,915,248,823 44,716,834,882 198,413,941
第３号基本金引当特定資産 24,657,329,957 24,248,916,016 408,413,941
退職給与引当特定資産 5,139,432,085 4,839,432,085 300,000,000
特定目的引当資産 2,555,552,598 2,305,552,598 250,000,000
施設設備整備引当特定資産 12,562,934,183 13,322,934,183 760,000,000△    

その他の固定資産 11,393,934,061 11,683,368,839 289,434,778△    
借地権 977,000 977,000 0
電話加入権 27,461,518 27,461,518 0
施設利用権 2 2 0
教育研究用ソフトウェア 9,452,857 14,519,569 5,066,712△      
管理用ソフトウェア 42,214,781 58,342,727 16,127,946△     
有価証券 110,000,002 113,040,846 3,040,844△      
収益事業元入金 3,652,198,453 3,652,198,453 0
長期貸付金 1,785,629,283 2,051,215,368 265,586,085△    
長期前払金 167,731 168,121 390△            
金銭の信託 5,751,276,874 5,750,889,675 387,199
保証金 14,527,000 14,527,000 0
預託金 28,560 28,560 0

流動資産 15,744,563,425 14,963,646,618 780,916,807
現金預金 14,496,494,531 13,842,546,755 653,947,776
未収入金 811,365,421 626,009,621 185,355,800
短期貸付金 277,407,996 330,630,597 53,222,601△     
前払金 154,643,419 160,665,128 6,021,709△      
立替金 4,652,058 3,794,517 857,541

資産の部合計 175,094,463,592 174,028,678,860 1,065,784,732

科　　　目
固定負債 12,307,009,398 13,189,528,363 882,518,965△    

長期借入金 2,944,370,000 3,694,350,000 749,980,000△    
長期未払金 15,429,370 78,545,599 63,116,229△     
退職給与引当金 9,347,210,028 9,416,632,764 69,422,736△     

流動負債 11,738,990,013 11,772,806,230 33,816,217△     
短期借入金 749,980,000 888,860,000 138,880,000△    
未払金 1,260,649,468 1,359,762,408 99,112,940△     
前受金 5,529,724,800 5,414,000,738 115,724,062
預り金 4,198,635,745 4,110,183,084 88,452,661

負債の部合計 24,045,999,411 24,962,334,593 916,335,182△    

科　　　目
基本金 183,849,279,921 180,906,255,909 2,943,024,012

第１号基本金 156,877,949,964 154,343,339,893 2,534,610,071
第３号基本金 24,657,329,957 24,248,916,016 408,413,941
第４号基本金 2,314,000,000 2,314,000,000 0

繰越収支差額 32,800,815,740△ 31,839,911,642△ 960,904,098△    
翌年度繰越収支差額 32,800,815,740△ 31,839,911,642△ 960,904,098△    

純資産の部合計 151,048,464,181 149,066,344,267 1,982,119,914
負債及び純資産の部合計 175,094,463,592 174,028,678,860 1,065,784,732

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

貸借対照表
2020年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



[注記事項]

1 重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金

…貸付金の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率により、徴収不能懸念債権については個別に見積もった

徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金

…退職金の支給に備えるため、私立大学退職金財団の退職資金交付対象となっている本部、大学、短大の教職員については、

期末要支給額9,746,201,790円の100％を基にして、同財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰り入れ調整額を

加減した金額を計上している。高等部から幼稚園の教職員については、期末要支給額2,064,346,450円の100％を計上している。

（2）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

…有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

…預り金、立替金に係る収入と支出は相殺して表示している。

学生寮その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

…補助活動に係る収支は総額で表示している。

2 重要な会計方針の変更等

…記載すべき事項はない。

3 減価償却額の累計額の合計額 円

4 徴収不能引当金の合計額 円

5 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土　　　地 円

6 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7 当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

…第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8 その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券等（金銭信託を含む）の時価情報

①総括表

以下の複合金融商品を保有している。

   ※ 為替連動債（貸借対照表計上額 250,000,000円、時価 214,225,000円、差額 △35,775,000円）

なお、金融派生商品の評価損益については、上記差額に含まれている。

②明細表

555,635,981

　　時価のない有価証券 110,000,002

総　　　　合　　　　計 34,874,579,914

688,176,847

　　金　　銭　　信　　託 34,513,513,777 34,416,747,911 △ 96,765,866

　　貸　　付　　信　　託 -                          -                          -                          

（単位：円）

種類
当年度（2020年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

　　債　　券 250,000,000 214,225,000 △ 35,775,000

△ 1,199,953,620

合　　　　計 34,764,579,912 35,320,215,893 555,635,981

　　時価のない有価証券 110,000,002

総　　　　合　　　　計 34,874,579,914

（単位：円）

当年度（2020年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

　　時価が貸借対照表計上額を超えるもの 19,564,579,912 21,320,169,513 1,755,589,601

　　時価が貸借対照表計上額を超えないもの※ 15,200,000,000 14,000,046,380

　　株　　式 1,066,135 689,242,982

合　　　　計 34,764,579,912 35,320,215,893

57,859,930,139

14,012,336

4,645,905,641

4,102,803,616



（2）学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

①

株式会社　アイビー・シー・エス

食堂経営・結婚式、宴会及び集会場の経営・損害保険代理業・教科書、教材、学用品等の販売他

総資本金額に占める割合100％

円 株

円 株

円 株

（単位：円）

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

②

ＡＧＤマテリアル株式会社

エピタキシャルダイヤモンド等製品の製造及び販売その他の処分他

総資本金額に占める割合57.7％

円 株

円 株

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

③

青山学院ヒューマン・イノベーション・コンサルティング株式会社

産・官・学の協働事業に関わる調査解析、事業開発・推進、ならびにコンサルティング業務他

総資本金額に占める割合62.5％

円 株

（単位：円）

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

当該会社からの前受金 54,000 54,000 55,000 55,000

保 証 債 務

10,000,000

当該会社への立替金 24,644 194,605 199,639 19,610

学校法人の

  出資状況

出資の状況

200株

当該会社への出資金等 10,000,000 0 0

保 証 債 務

16,000,000円

10,000,000円

320株

（単位：円）

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

2008年12月4日 10,000,000 200

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況

当該会社からの受入額 家賃 654,000

当該会社への出資金等 27,400,000 0 0 27,400,000

名　　　　称

事 業 内 容

資   本   金

（単位：円）

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況

2007年10月1日 19,900,000 1,990

2008年1月11日 7,500,000 750

名　　　　称

事 業 内 容

資   本   金

学校法人の

  出資状況

出資の状況

当該会社からの未収入金 3,286,880 3,311,148

47,500,000円

27,400,000円

4,750株

2,740株

3,286,880 3,311,148

保 証 債 務

当該会社への立替金 3,710,887 48,071,698 47,160,137 4,622,448

当該会社への未払金 25,790,167 25,790,167 20,320,764 20,320,764

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当該会社への出資金等 100,000,000 0 0 100,000,000

7,958,623

教管共通経費 370,510,718 合　　計 1,891,391,222

（単位：円）

合　　計 201,042,573

当該会社への支払額

教育研究経費 1,281,917,020 備品 23,598,342

管理経費等 207,406,519 図書

家賃 163,696,200

施設設備利用料 17,333,630 寄付金 902,580

2002年12月10日 70,000,000 140,000

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況

当該会社からの受入額

雑収入 19,110,163

1968年12月6日 15,000,000 30,000

1986年3月25日 15,000,000 30,000

  出資状況

出資の状況

100,000,000円

100,000,000円

200,000株

200,000株

名　　　　称

事 業 内 容

資   本   金

学校法人の



（3）偶発債務

…記載すべき事項はない。

（4）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引は次のとおりである。

2009年4月1日以降に開始したリース取引

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（5）関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位：円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） 当法人は日本私立学校振興・共済事業団からの借入に対して理事長・常務理事より連帯保証を受けている。

なお、保証料の支払いは行っていない。

（6）後発事象

…記載すべき事項はない。

（7）本学の年金制度については、1974年4月1日以降就任者の制度適用を中止し、年金制度加入者においては、1999年7月1日現在

在職する教職員がそれ以降退職した場合は、終身年金ではなく、確定年金（一時金又は年数限定年金）に変更している。

当該制度における年金信託契約に基づく年金資産は、2020年3月31日現在1,687百万円で、責任準備金は数理計算の都合上

前期末の2019年3月31日現在3,595百万円となっている。なお、上記の責任準備金と年金資産との差額については、2006年度より

15年間で解消する措置をとっていたが、平成27年国勢調査に基づく完全生命表更新に伴い責任準備金が増加したため、2017年度に

期間を2年延長することとした。

議決権の
所有割合

事業内容
又は職業

資本金又
は出資金

住所

関係内容

役員の
兼任等

事実上
の関係

役員、法人
等の名称

リース物件の種類 リース料総額

属性

教 育 研 究 用 消 耗 品 287,317,968

常務理事

理事長 堀田　宣彌 － － － － － －

－－－－－－桑原　一利 －－

3,694,350,000 － －

当法人の借入に
対する被保証（注）

当法人の借入に
対する被保証（注）

取引の内容
期末
残高

勘定
科目

取引金額

3,694,350,000

71,829,492

管 理 用 機 器 備 品 0 0

教 育 研 究 用 用 品 485,712,552 162,933,936

未経過リース料期末残高

教 育 研 究 用 機 器 備 品 61,006,852 23,750,348

車 両 6,829,272 3,202,015


